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平成 28 年 11 月 14 日 

各  位 

 

会 社 名 児玉化学工業株式会社 

代 表者 名 代表取締役社長 豊島 哲郎 

（コード：４２２２、東証第２部） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 斉木 均 

         （TEL ０３－３２７９－４９００） 

 

第三者割当による行使価額修正条項付第１回新株予約権の発行に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 28 年 11 月 14 日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会

社アドバンテッジアドバイザーズを割当予定先とする第三者割当による第１回新

株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の発行を決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 募集の概要 

（１）割当日 平成 28 年 11 月 30 日 

（２）発行新株予約権数 7,235 個（本新株予約権１個につき普通株式 1,000 株） 

（３）発行価額 本新株予約権１個当たり 530 円（総額 3,834,550 円） 

（４）当該発行による潜在

株式数 

潜在株式数 7,235,000 株 

上限行使価額はありません。 

下限行使価額は 32 円ですが、下限行使価額において

も、潜在株式数は 7,235,000 株です。 

（ ５ ） 資 金 調 達 の 額

（新株予約権の行使に際

して出資される財産の価

額） 

384,324,550 円（差引手取概算額） 

（内訳）新株予約権発行による調達額：3,834,550 円 

新株予約権行使による調達額：390,690,000 円 

新株予約権発行にかかる諸費用：10,200,000 円 

資金調達の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の

合計額を合算した金額から、発行諸費用の概算額を差
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し引いた金額です。本新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての

本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額で

あります。行使価額が修正又は調整された場合には、

調達資金の額は増加又は減少します。また、本新株予

約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が取得した本新株予約権を消却した場合には、調達資

金の額は減少します。 

（６）行使価額、行使価額

の修正条件及び行使期間 

当初行使価額 54 円 

行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日

において、その直前取引日（但し、当該取引日におい

て終値がない場合には、その直前の終値のある取引日

とする。）の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値の 90％に相当する金額（円

位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切

上げる。）に修正されます。但し、行使価額が 32 円を

下回る場合には、行使価額は 32 円となります。 

本新株予約権の行使期間は、平成 28 年 12 月１日から

平成 30 年 11 月 30 日まで（２年間）です。 

（ ７ ） 募集又は割当方法

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、株式会社アドバンテッジア

ドバイザーズ（以下「割当予定先」といいます。）に

本新株予約権の全てを割り当てます。 

（８）譲渡制限及び行使数

量制限の内容 

当社は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上

場規程第 434 条第１項及び同規程施行規則第 436 条第

１項乃至第５項の定めに基づき、MSCB 等の買受人に

よる転換又は行使を制限する措置を講じるため、割当

予定先との間の本新株予約権に係る引受契約（以下

「本引受契約」といいます。）において以下の行使数

量制限を定めます。 

当社は所定の適用除外の場合を除き、本新株予約権の

行使をしようとする日を含む暦月において当該行使

により取得することとなる株式数が平成 28 年 11 月

30 日における当社上場株式数の 10％を超えることと

なる場合における当該 10％を超える部分に係る新株

予約権の行使（以下「制限超過行使」といいます。）

を割当予定先に行わせません。 
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割当予定先は、前記所定の適用除外の場合を除き、制

限超過行使を行うことができません。 

また、割当予定先は、本新株予約権の行使にあたって

は、あらかじめ、当該行使が制限超過行使に該当しな

いかについて当社に確認を行います。 

割当予定先は、本新株予約権を譲渡する場合には、あ

らかじめ譲渡先となる者に対して、①当社との間で制

限超過行使の内容を約束させ、また、②譲渡先となる

者がさらに第三者に譲渡する場合に当該第三者をし

て当社との間で同様の内容を合意させることを約束

させるものとします。 

（９）その他 

その他本引受契約においては以下の事項が定められ

ています。 

①新株予約権の取得条項に係る制限 

当社は、本新株予約権者の事前の書面による同意な

く、発行要項に基づき、本新株予約権の取得条項に係

る通知を行うことができない。本新株予約権者は、当

社において資金調達の必要性がなくなったと合理的

に判断される場合は、同意を行うものとする。 

②新株予約権の取得請求 

以下に掲げる場合には、本新株予約権者は、その選択

により、当社に対して書面で通知することにより、本

新株予約権１個当たり 530 円の価額で、本新株予約権

の全部又は一部の取得を請求することができる。 

（i）当社が消滅会社となる合併契約の締結又は当社

が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締結

若しくは株式移転計画の作成（以下「組織再編行為」

といいます。）が当社の取締役会で承認された場合 

（ii）当社が発行する株式が東京証券取引所の定める

上場廃止基準に該当するおそれがあると合理的に認

められる場合 

（iii）本新株予約権の発行後、東京証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値が３取引日連続

して下限行使価額を下回った場合、いずれかの 10 連

続取引日間の当社普通株式１取引日あたりの東京証

券取引所における普通取引の平均売買出来高が、平成
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28 年 11 月 30 日に先立つ 10 連続取引日間の当社普通

株式の１取引日あたりの東京証券取引所における普

通取引の平均売買出来高の 30％を下回った場合、そ

の他一定の場合 

③ロックアップ・優先交渉権 

当社は、本引受契約締結日から、本新株予約権の行使

期間の満了日又は本新株予約権が割当予定先によっ

て全て行使され若しくは当社によって全て取得され

る日のいずれか早い日までの間、割当予定先の事前の

書面による同意なく、株式等を発行等（当社役職員に

対するストックオプションの発行その他一定の場合

を除きます。以下同じです。）してはならず、第三者

に対して、株式等を発行等しようとする場合には、割

当予定先が引受けを希望する場合、当該第三者の代わ

りに又は当該第三者に加えて、割当予定先に対して当

該株式等を当該条件にて発行等するものとする。 

 

２． 募集の目的及び理由 

（１） 資金調達の主な目的、背景等 

当社グループは、自動車部品事業、住宅設備・冷機部品事業、エンターテ

イメント事業、の３部門に関係する事業を行っており、その中でも自動車部

品事業及び住宅設備・冷機部品事業を主力事業としております。当社グルー

プは、海外の当社連結子会社において成形事業を行うほか、国内の当社３工

場にてプラスチックス製品の成形事業を展開しております。 

自動車部品事業におきましては、より成長の機会を求めＡＳＥＡＮ地区（タ

イ、インドネシア）へ進出し、継続的に事業投資を行ってまいりました。具

体的には、平成 14 年 11 月、タイ国チャチェンサオに連結子会社である ECHO 

AUTOPARTS (THAILAND) CO., LTD.を設立し、平成 24 年３月には、インドネシ

アに合弁会社として PT.Echo Advanced Technology Indonesia を設立し、プ

ラスチック成形品及び部品の開発、製造販売及び付随する金型設計、作製及

び販売等を展開し、現在では大手自動車メーカーの世界戦略車のサプライチ

ェーンの一環を担うまでに成長いたしました。 

しかしながら、インドネシアの近年の景気低迷・大手自動車メーカーによ

る世界戦略車の立ち上げの遅れによる生産の停滞や現地通貨安の進行に伴う

外貨借入金の為替評価損の計上等、想定外の事態によりインドネシアにおけ

る当社子会社である PT.Echo Advanced Technology Indonesia は平成 28 年３
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月期において大幅な赤字を抱え、平成 27 年 12 月末時点で 442,301 千円の債

務超過となるに至り、取引金融機関との間で同社の債務超過の解消に向けた

施策の実施を協議してまいりました。一方で、平成 29 年３月期に入ると、イ

ンドネシアにおいては、大手自動車メーカーによる世界戦略車の本格的な立

ち 上 げ が 始 ま る 等 、 明 る い 兆 候 が 見 え 始 め て お り 、 PT.Echo Advanced 

Technology Indonesia においては、今後立ち上がる新車種（他の日系自動車

メーカーの世界戦略車が平成 29 年９月に立ち上がる予定であり、すでに当社

は当該日系自動車メーカーとの間で自動車の部品の受注に係る契約を締結済

みであります。なお、事業規模は 77,000 台／年、売上高の見込みは５億円

／年の計画であります。）等の金型の製造費用、試作費用などの生産準備資

金や新車種の受注の増加に伴う運転資金を確保することが喫緊の経営課題と

なっておりました。 

上記のとおり、PT.Echo Advanced Technology Indonesia においては、事

業環境に明るい兆候は見えるものの、現状同社は債務超過である上、今期の

業績についても赤字を見込んでおり、また、喫緊の資金需要も高いことから、

取引金融機関との関係や来期以降の黒字化に向けた取り組みを検討した結果、

同社に対する増資が不可欠であると考えておりました。他方で、当社自身も

債務超過に陥っていることから、当社の財務状況に鑑みると同社の増資を従

来の出資比率に応じた割合で引き受けることは難しいとの判断に至り、同社

への出資比率について、従来より、当社を含む合弁事業先の間で、同社の売

上高に対する貢献の度合いに応じた出資比率への見直しを検討していたこと

から、同社への出資比率を見直しつつ、同社の債務超過を解消し、また同社

の資金需要にも対応するため、当社は、平成 28 年 11 月２日付「子会社の異

動（株式譲渡）に関するお知らせ」のとおり、同社への一部持分を他の合弁

事業先に譲渡すると同時に、他の合弁事業先とともに、PT.Echo Advanced 

Technology Indonesia に対して、総額約 800 百万円（1,000 億ルピア：１イ

ンドネシアルピア＝約 0.008 円。以下同じです。）の増資を実施することにな

りました。 

なお、同社株式は前期までに全額評価損を計上していたため同社株式売却

は備忘価額での売却となっております。他方、上記のとおり、P.T.Echo 

Advanced Technology Indonesia の事業環境には明るい兆候が見えることか

ら、同社からの収益の取込みを期待して当社としても出資の引受けを決断い

たしました。上記株式譲渡及び増資の引受けにより、当社の PT.Echo Advanced 

Technology Indonesia に対する持株比率は 60.0％から 39.19％に減少し、当

該子会社は、当社連結子会社から当社持分法適用関連会社になります。  

一方、住宅設備・冷機部品事業におきましては、平成 14 年 10 月、中国江
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蘇省に連結子会社である無錫普拉那塑膠有限公司を設立し、近年は、農機向

け部品の製造を中心に住宅設備・冷機部品事業を展開してまいりました。 

しかしながら、農機向け部品の価格水準の低迷により営業利益が伸び悩ん

でいること、工場の稼働の季節変動（農繁期・農閑期）に関わらず、農閑期

においても農繁期に合わせた設備・人員の整備・配置を維持する必要がある

ため、農閑期においては稼働状況に比して過大な固定費、人件費が計上され

ること等により厳しい経営状態が続いております。かかる状況の下、国内で

実績があり、また季節変動のないトイレ関連部品事業を中国でも展開すべく

市場開拓を進めた結果、日本でも取引がある日系住設メーカーの中国現地法

人からトイレ関連部品の受注を獲得するに至り、安定的な需要が見込めるよ

うになったため、同国における事業の軸足をトイレ関連部品事業に移行する

ことを同社の本年 11 月中旬の董事会において決定する予定です。かかる事業

構造改革に伴い、金型の製造費用、新規設備購入資金、付属設備を含む既存

設備の改修費用といった構造改革資金や農機事業における組立工程等の人員

の大幅削減に伴う従業員に対する割増退職金等のリストラ資金を必要として

おります。 

他方で、当社としても、平成 28 年６月 28 日付プレスリリース「債務超過

の猶予期間入りに関するお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、平成

28 年３月末日現在、純資産合計が 637 百万円まで減少し、その内の非支配株

主持分を控除すると、10 百万円の債務超過となり東京証券取引所の上場廃止

基準に抵触している状態にあります。当社は、かかる債務超過状態を解消し

財務基盤を確保するため、上記の子会社における収益改善策や事業構造改革

を計画しつつ、同時に、資本政策についても検討してまいりました。 

かかる状況において、当社は、今回の調達資金によりこれらの当社連結子

会社における資金需要を賄うとともに、当社の債務超過状態の解消を図り、

財務基盤を確保することを目的として、本新株予約権の発行を決議いたしま

した。 

 

（２）資金調達方法の概要 

今回の資金調達は、当社が割当予定先に対し、行使価額修正条項付第１回

新株予約権を第三者割当の方法によって割り当て、割当予定先による新株予

約権の行使に伴って当社の資本が増加する仕組みになっております。 

 

（３）資金調達方法の選択理由 

当社では、当社の債務超過の解消及び財務基盤確保並びに当社連結子会社

の資金需要への対応を目的とし、間接金融・直接金融を含めた複数の資金調
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達計画を検討いたしました。かかる検討において、当社は、後記「（４）本ス

キームの特徴」に示す本新株予約権の特質を考慮した結果、以下の理由によ

り第三者割当の方法による本新株予約権の発行を行うことが最善であるとい

う結論に至りました。 

 

i. 一般に公募乃至第三者割当による新株発行は、一度に多額の資金調達

を可能とする反面、将来の１株当たり利益の希薄化をも一度に引き起

こすため、株価に対する直接的な影響が大きいこと。また、業績悪化

により当社株価及び出来高は低迷しており、また、当社は債務超過状

態であるため、一般に公募乃至第三者割当による新株発行の引受先を

見つけるのは困難であり、仮に引受先を見つけることができたとして

も当社又は当社株主にとって不利な条件での発行となる可能性が高い

こと。  

ii. 株主割当による非上場型の新株予約権の無償割当ては、既存株主が新

株予約権を売却する機会に乏しく、結果的には新株予約権を行使しな

い既存株主が、株式価値の希薄化による影響を回避するための選択肢

が限定的であること、また、当社が債務超過状態であることに鑑みる

と、既存株主の理解を得ることは難しく、必要資金を満たす調達は困

難であること。また、いわゆるライツ・オファリングには、当社が金

融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・オ

ファリングと、新株予約権の権利行使は株主の決定に委ねられるノン

コミットメント型ライツ・オファリングがあるところ、コミットメン

ト型ライツ・オファリングは、国内における事例が少なく事前準備に

相応の時間が要することや当社の業績及び財務状態に鑑みると引受け

を行っていただける証券会社を探すのは困難であり、仮に引受証券会

社があったとしても引受手数料等の発行コストが高くなることが予想

され、また、ノンコミットメント型ライツ・オファリングは、当社が

債務超過に陥っていることから、東京証券取引所の有価証券上場規程

第 304 条第１項第３号が規定する要件を満たせないため実施すること

ができないこと。  

iii. 本新株予約権は、後記「６．割当予定先の選定理由（３）割当予定先

の行使及び保有方針」に記載のとおり、複数回による行使により行使

の分散が期待されるため、株式の公募乃至第三者割当と異なり、当社

株式の供給が一時的に過剰となる事態を回避し、既存株主の利益への

影響を抑えることができること。また、本新株予約権は、通常の新株

予約権の発行に比べ、行使価額が修正されるため、株価が下落したと
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しても割当予定先にとっては行使しやすく、株価の下落局面において

は調達金額は減少するものの、当社の資金需要を一定程度満たしつつ、

自己資本増強が望めること。 

iv. 現状は金融機関からの借入残高が著しく過大になっており財務内容の

改善が急務になっているため、これ以上金融機関からの借入を増やす

ことは財務の健全化に逆行するというデメリットが想定されること。 

また、上場廃止基準に抵触している状態を回避するためにも、金融機

関からの借入ではなく新株予約権による資金調達であればこれらのデ

メリットを回避できること。 

v. 通常の転換社債型新株予約権付社債は、株価の下落時には社債に付さ

れた新株予約権の行使による社債の株式への転換が進まず、株式への

転換が進まなければ、金利の定期的な支払いが必要となる負債のまま

であるため、かかる金利の支払いが必要となり、満期までの当社の財

務状態への影響は否定できず、また、最終的には元本の弁済が必要と

なること。そのため、財務基盤の立て直しを目指す当社の経営方針と

は合致しないこと。 

 

なお、本新株予約権が全て行使された場合の新規発行株式は 7,235,000 株

となり、発行決議日前日の発行済株式の総数である 30,154,411 株を分母とす

る希薄化率は 23.99％となる見込みです。上記のとおり、本新株予約権の対

象株式数についても発行当初から新株予約権１個につき 1,000 株、合計

7,235,000 株で固定されており、将来的な市場株価の変動によっても潜在株

式数が変動することはありません。但し、株式分割等の一定の事由が生じた

場合には、行使価額及び対象株式数の双方が本新株予約権の発行要項に従っ

て調整されます。 

 

（４）本スキームの特徴 

本新株予約権による資金調達スキームには、以下のような長所及び短所が

あります。 

【長所】 

i. 本新株予約権の目的である当社普通株式数は、本新株予約権の発行要

項第 13 項に基づく本新株予約権の行使価額の調整が行われない限り、

行使価額の修正に関らず 7,235,000 株で一定であり、希薄化率は、議

決権ベースで最大でも 24.20％までに制限される。 

ii. 新株予約権に当社のコール・オプション（割当日後当社取締役会の決

議に基づき、２週間前の事前通知により新株予約権を割当予定先から
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取得できるとの条項）を付すことで、資金調達の必要性がなくなり割

当予定先が事前に同意したときにはコール・オプションを行使するこ

とにより、株式の希薄化を防止することができる。 

iii. 本新株予約権の行使価額には上限が設定されていないため、株価上昇

時には調達金額の増加を望むことができる。 

 

【短所】 

i. 株価の下落により行使価額が下方修正されれば、資金調達額が減少す

る。 

ii. 割当予定先の基本方針として、当社株式を長期間保有する意思を有し

ておらず、権利行使により取得された当社株式は、市場で売却される

可能性が高いため、市場株価の下落を招く可能性がある。 

iii. 当社株式の流動性が著しく減少した場合には、本新株予約権の行使後、

直ちに当社株式を市場で売却することを前提としている割当予定先

は、本新株予約権を行使しない可能性があり、その結果、資金調達額

が減少する。 

iv. 本新株予約権の行使価額の修正には、下限が付されており、株価が下

限行使価額を下回った場合には、割当予定先によって本新株予約権が

行使されず、資金調達額が減少する。 

v. 後記「６．割当予定先の選定理由（３）割当予定先の行使及び保有方

針」及び「６．割当予定先の選定理由（４）割当予定先の払込みに要

する財産の存在について確認した内容」に記載のとおり、割当予定先

は、本新株予約権の行使により取得する当社株式を原則として市場で

売却することにより投下資金を回収する予定であるため、本新株予約

権の行使が困難となり又は本新株予約権の行使により取得した当社

株式を市場で売却することが困難となる事情がある場合（詳細は前記

「１．募集の概要（９）その他 ②取得請求権」をご参照ください。）

には、当社に対して本新株予約権を取得する請求できる権利を割当予

定先に付与しており、その結果、当該取得請求権が行使された場合に

は、資金調達額が減少する。 

vi. 当社の手取額は本新株予約権者の権利行使状況、当社株価の推移等、

将来決定される要素により変動するため、当社が予定どおりの資金調

達ができない可能性があり、当社の事業、財務状況及び業績に悪影響

が及ぶ可能性がある。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 
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（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

①調達する資金の総額   394,524,550 円 

（内訳） 

・本新株予約権の発行による調達額 

・本新株予約権の行使による調達額 

 

3,834,550 円 

390,690,000 円 

②発行諸費用の概算額 10,200,000 円 

③差引手取概算額（①－②） 384,324,550 円 

（注）１．調達する資金の総額は、本新株予約権の発行価額の総額 3,834,550 円

に、すべての本新株予約権が当初行使価額で行使されたと仮定した場

合に出資される財産の価額 390,690,000 円を合算した金額です。 

２．発行諸費用は、登録免許税、司法書士費用及び弁護士費用として 760

万円、株式会社赤坂国際会計に対する本新株予約権の公正価値算定費

用として 200 万円、反社会的勢力に関する調査費用 60 万円、合計 1,020

万円からなります。 

３．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

４．行使価額が修正又は調整された場合には、調達資金の額は増加又は減

少します。本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当

社が取得した本新株予約権を消却した場合には、払込金額の総額及び

発行諸費用の概算額は減少します。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金額 

（百万円） 

支出予定時期 

I. インドネシアにおける自動車

部品事業に関する費用（注）２ 
254 

 

 ①  生産準備資金 165 
平成 28 年 12 月～平成 30 年 12

月 

 ②  運転資金 89 
平成 28 年 12 月～平成 30 年 12

月 

II. 中国における住宅設備・冷機部

品事業に関する費用（注）３ 
130 

 

 ①  構造改革資金 115 
平成 28 年 12 月～平成 30 年 12

月 

 
②  農機向け部品事業のリスト

ラ資金 
15 

平成 28 年 12 月～平成 29 年 6

月 

（注）１．当社連結子会社である PT.Echo Advanced Technology Indonesia（平
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成 28 年 11 月２日付「子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ」の

とおり、当社持分法適用関連会社となる予定）は、当社及び合弁事業先

を割当先とする株式の発行による増資を決定し、当社は 11 月下旬乃至

12 月上旬日に総額約 800 百万円（1,000 億ルピア）のうち当社負担分約

312 百万円（390 億ルピア）の引受け（引受け後の持株比率は 39.19％）

を行う予定です。当社は、かかる増資の払込金額約 312 百万円について

は、さしあたり手元資金から充当する予定です。 

また、当社連結子会社である無錫普拉那塑膠有限公司は、当社を割当

先とする株式の発行による 200 百万円の増資を決定し、当社は 11 月下

旬乃至 12 月上旬日にその全額の引受け（引受け後の持株比率は 90.45％）

を行う予定です。当社は、かかる増資の払込金額 200 百万円については、

さしあたり手元資金から充当する予定です。 

上記子会社２社の増資を引き受けるに際して支出する当社手元資金は、

手元の現預金及び上記増資までに払い込まれた本新株予約権の発行及

び行使による調達資金に加え、売掛債権の債権流動化により調達いたし

ます。本新株予約権の発行及び行使により調達する資金 384 百万円は、

本新株予約権の払込みがなされ又は行使がされ次第、上記増資の引受け

に要した当社手元資金 512 百万円の一部に順次充当される予定です。な

お、上記当社子会社及び持分法適用関連会社の増資の引受けにより、同

社らの財政基盤を確保しつつ資金需要に応じることで、同社らの収益性

を向上させることが期待でき、当社としては、子会社及び持分法適用関

連会社の収益を取り込むことにより当社の企業価値向上を図ることが

できるものと考えております。 

また、両社の、上記各増資による調達資金のうち、本新株予約権の発

行及び行使により填補される資金の使途は以下注２及び注３のとおり

です。 

２．PT.Echo Advanced Technology Indonesia は、現在債務超過状態にあ

り自社の信用による資金調達が困難であるため、当社及び他の合弁事業

先は同社に対して増資を実施することとしました。同社は、当該増資に

よる資金を、以下のとおり、インドネシアにおける自動車部品事業にか

かる①生産準備資金及び②運転資金に充当する予定です。 

①生産準備資金については、インドネシアにおいて今後本格的な立ち

上げが期待される日系大手自動車メーカーによる世界戦略車の新車種

（平成 29 年９月に立ち上がる予定で、すでに当社は当該日系自動車メ

ーカーとの間で自動車部品に係る契約を締結済みであります。なお、事

業規模は 77,000 台／年、売上高の見込みは５億円／年の計画でありま
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す。）等の生産準備資金の一部として、金型の製造費用 119 百万円、試

作費用 46 百万円の仮勘定への計上及び立替支出を予定しております。

なお、当該仮勘定は、来期以降、順次未収金の回収に伴い取り崩してい

く予定です。 

また、同社は、②インドネシアにおける新車種の受注増加に伴う運転

資金として、89 百万円の支出を予定しております。 

３．無錫普拉那塑膠有限公司は、当該増資による資金を、以下のとおり、

中国における住宅設備・冷機部品事業に係る①構造改革資金及び②農機

向け部品事業のリストラ資金に充当する予定です。 

①構造改革資金については、中国における事業の農機向け部品の生産

からトイレ関連部品の生産への転換のため、金型の製造費用として 16

百万円、新規設備購入資金として 72 百万円、付属設備を含む既存設備

の改修費用として 27 百万円の支出を予定しております。 

また、同社は、中国における農機向け部品事業のリストラのため、従

業員に対する割増退職金として 15 百万円の支出を予定しております。 

４．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を含めた

差引手取概算額は、前記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定

時期（１）調達する資金の額（差引手取概算額）」に記載のとおり

384,324,550 円です。但し、本新株予約権の行使は本新株予約権者の判

断によるため、現時点において本新株予約権の行使による財産の出資

及びその時期を当社の資金計画に織り込む事は困難であります。また、

本新株予約権の行使状況及び行使価額の修正により想定どおり資金調

達ができなかった場合には、更なる経営合理化により資金を確保した

上で、当面は売掛債権の債権流動化等により、必要な運転資金を調達

いたします。なお、本新株予約権の行使状況により調達資金が想定以

上の金額となる場合には、注１の増資の引受けに要した当社手元資金

512 百万円及び当社運転資金に充当する予定です。 

５．当社は、本新株予約権の発行及び行使により調達した資金を順次運転

資金に充当する予定でありますが、注１の増資の引受けまでに時間を

要する場合には、銀行口座等にて安定的な資金管理を図る予定です。 

 

４．資金使途の合理性に対する考え方 

当社は、今回のファイナンスにより調達した資金を、前記「３．調達する資金

の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載の使途

に充当する予定です。 

今回の資金調達により、インドネシアにおける生産準備資金や運転資金及び中
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国における事業の構造改革や農機向け部品事業のリストラ資金に投資することに

よって、債務超過の解消、一層の事業拡大、収益向上及び事業基盤の強化を図る

ことが可能となると見込んでおり、当該資金使途は、株主価値の向上に資する合

理的なものであると考えております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）発行条件が合理的であると判断した根拠及びその具体的内容 

当社は、第三者算定機関である株式会社赤坂国際会計に対し、本新株予約

権の発行要項及び本引受契約に定められた諸条件を考慮した本新株予約権の

価格の評価を依頼し、同社が本新株予約権の公正価値を算定した結果（本新

株予約権の公正価値１個当たり 530 円）を踏まえ、本新株予約権の発行価額

を当該算定における公正価値と同額の１個当たり 530 円と決定しました。 

当該算定機関は、価格算定に使用する価格算定モデルの決定に当たって、

ブラック・ショールズ・モデルや二項モデルといった他の価格算定モデルと

の比較及び検討を実施したうえで、本新株予約権の発行要項等に定められた

諸条件を適切に算定結果に反映できる価格算定モデルとして、一般的な価格

算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて本新株予約権の

評価を実施しています。また、当該算定機関は、評価基準日現在の市場環境、

株式処分コスト等を考慮し、当社の株価、ボラティリティ、当社の予定配当

額、無リスク利子率、当社及び割当予定先の権利行使行動等に関する一定の

前提（当社は割当予定先による権利行使を阻害しないよう行動すること、す

なわち行使期間満了日における全部取得の場合を除いて当社からの通知に基

づく本新株予約権の取得が実施されないこと、割当予定先は新株予約権が残

存する場合には市場出来高の一定割合（12.5％）の範囲内で任意に権利行使

及び売却を実施すること等を含む。なお、割当予定先は本新株予約権の権利

行使を最大化するよう行動するものと想定されるため、割当予定先からの権

利行使期間中における取得請求権の行使は考慮されていない。）を置いて評価

を実施し、上記前提条件を基に上記公正価値（新株予約権 1 個あたり 530 円）

と算定（評価基準日を取締役会決議日の直前取引日（平成 28 年 11 月 11 日）

として算定）しております。 

当社は、当該算定機関の評価結果を参考にし、前記「３．資金調達方法の

選択理由」に記載の事由を勘案の上、本新株予約権の払込金額が合理的であ

り、本新株予約権の発行は有利発行には該当しないものと判断しました。な

お、行使価額は当初、本新株予約権発行に係る取締役会決議日の前営業日(平

成 28 年 11 月 11 日)の株式会社東京証券取引所における普通取引の終値 54

円の 100％相当額である 54 円としており、その後の行使価額は、本新株予約
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権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の当社普通株式の普通取引の終値

の 90％に相当する金額に修正されますが、当該行使価額は下限行使価額であ

る 32 円を下回ることはありません。本新株予約権の当初行使価額は、最近６

ヶ月間及び発行決議日直前取引日の当社株価と比べて過度に低いものではな

いものと考えており、また、下限行使価額は、当初行使価額の 59.26％であ

り、当社の財政状態・経営成績、株式市場での消化可能性及び割当予定先が

負う株価下落リスク並びに現状の株価の推移及び当社の時価総額を踏まえる

と、当該行使価額及び下限行使価額の設定は妥当であるものと考えておりま

す。 

なお、本新株予約権１個当たりの払込金額につきましては、本日付取締役

会にて監査等委員会（うち社外取締役２名）が、有利発行に該当しない旨の

意見を表明しております。当該意見表明は、当該算定機関は、当社と取引関

係になく当社経営陣から一定程度独立していると認められること、割当予定

先からも独立した立場で評価を行っていること、本新株予約権の価格算定方

法は市場慣行に従った一般的な方法であり、同社は本新株予約権の評価額に

影響を及ぼす可能性のある前提条件をその評価の基礎としていること、その

算定過程及び前提条件に関して同社から提出されたデータや資料に照らし、

当該評価は合理的なものであると判断できること等を総合考慮すると、公正

価値評価額は適正かつ妥当な価額と思われ、その公正価値評価額と同額発行

価額を決定していることから、本新株予約権の発行は有利発行には該当せず

適法である旨の意見を述べるものであります。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

今回の資金調達の後、本新株予約権の全てが行使された場合には、平成 28

年９月 30 日現在の総議決権数（29,897 個）に対して 24.20％（発行決議日現

在の発行済株式数（30,154,411 株）に対して 23.99％）の希薄化が生じます。

しかしながら、当該資金調達は、インドネシアにおける生産準備資金及び増

販に伴う運転資金と、中国における事業の構造改革及び農機向け部品事業の

リストラ資金への投資を可能とし、結果として今後の業績と財政状態の改善

に寄与し、既存株主の利益に資するものと考えております。 

また、当社株式の過去２年間（平成 26 年 12 月～平成 28 年 11 月）の１日

当たりの平均出来高は 272,277 株であり、直近６か月間（平成 28 年６月から

平成 28 年 11 月まで）の同出来高においても 152,464 株となっており、一定

の流動性を有しております。一方、本新株予約権が全て行使された場合の発

行株式数 7,235,000 株を行使期間である２年間で行使売却するとした場合の

１日当たりの数量は 14,470 株となり、上記過去２年間の１日当たりの出来高
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の 5.3％、過去６か月間の同出来高の 9.5％程度となるため、株価に与える影

響は限定的かつ、消化可能なものと考えております。 

以上のことから、本新株予約権の発行による発行数量及び株式の希薄化の

規模は、市場に過度の影響を与えるものではなく、合理的であると判断いた

しました。 

 

６．割当予定先の選定理由 

（１）割当予定先の概要 

（１） 名 称 株式会社アドバンテッジアドバイザーズ 

（２） 本 店 所 在 地 
東京都港区虎ノ門四丁目１番 28 号 虎ノ門

タワーズ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 岩本 朗 

（４） 事 業 内 容  投資助言・代理業、経営コンサルタント業 

（５） 資 本 金 金 500 万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 19 年 10 月 26 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 200 株 

（８） 決 算 期 ９月 

（９） 従 業 員 数  ６名 

（10） 主 要 取 引 先 
Strategic Investment Advisors（H.K.） 

Limited 

（11） 主 要 取 引 銀 行 三井住友銀行 本店営業部 

（12） 
大株主及び持株比率 

（上位５名） 

アドバンテッジパートナーズ有限責任事業組

合 100％ 

（13） 当 社 と の 関 係 等 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 
平成 26 年３月

期 

平成 27 年３月

期 

平成 28年３月

期 

 連 結 純 資 産 39,933,737 45,743,147 40,391,833 

 連 結 総 資 産 91,040,435 94,692,101 89,391,205 

 １ 株 当 た り 純 資 産 199,669 228,716 201,959 

 連 結 売 上 高 197,732,973 177,822,920 110,430,794 



16 

 

 連 結 営 業 利 益 4,909,506 6,586,420 △6,096,719 

 連 結 経 常 利 益 6,330,926 7,756,926 △5,281,314 

 連 結 当 期 純 利 益 4,811,359 5,809,410 △5,351,314 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 24,057 29,047 -26,757 

 １ 株 当 た り 配 当 金 0 0 0 

（金額単位：円） 

（注）アドバンテッジパートナーズ有限責任事業組合は、平成 27 年３月 31 日付

けで解散登記をしておりますが、清算は結了していないため引き続き存続して

おり、現時点で、株式会社アドバンテッジアドバイザーズの全株式を所有する

唯一の株主です。 

 

※当社は、割当予定先である株式会社アドバンテッジアドバイザーズより、反社

会的勢力等とは一切関係がないことの説明を受けております。 

また、上記とは別に、割当予定先、割当予定先の役員、主要株主等の関係者及

び関係会社（割当予定先の 100％出資者であるアドバンテッジパートナーズ有限

責任事業組合、その業務執行組合員及び同組合への出資者を含む。以下「割当予

定先等」と総称します。）が反社会的勢力の影響を受けているか否か並びに割当予

定先の役員が犯罪歴を有するか否か及び警察当局から何らかの捜査対象になって

いるか否かについて、第三者の信用調査機関である株式会社ＪＰリサーチ＆コン

サルティング（東京都港区虎ノ門 3-7-12/代表取締役・古野啓介）に調査を依頼

いたしました。その結果、割当予定先等について反社会的勢力の影響を受けてい

る事実が無いことの回答を得られました。また、割当予定先の役員についても犯

罪歴や捜査対象となっている事実について確認されなかったとの回答を得ており

ます。 

上記のとおり、割当予定先等が特定団体等とは一切関係がないことを確認し、

当社として、割当予定先等は反社会的勢力との関わりがないと判断いたしました。

なお、当社は、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は、前記「２．募集の目的及び理由」の事業計画を迅速に実行するた

めには比較的確実性の高い資金調達方法が必要である一方で、喫緊の経営課

題に対処しつつ今後の継続的な成長への取組みについて株主の皆様からの理

解を得るためには既存株主の利益を十分に配慮した資金調達手段を選択する

ことが非常に重要であると考えております。しかしながら、当社を取り巻く

現在の経営環境及び当社の財政状態に鑑み、公募増資や金融機関からの借入

れによる資金調達は極めて厳しい状況にあります。早期黒字化に向けた経営
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基盤の安定及び業容拡大が必要不可欠であるという当社が置かれた状況を勘

案いたしますと、これらに要する資金を機動的に調達できる手段としては、

第三者割当の方法が最善の手段であると判断し、割当先を選定するため割当

予定先を含む複数の投資家と交渉して参りました。 

その中で、株価や既存株主の利益に十分に配慮しながら必要資金を調達し

たいという当社のニーズを充足し得るファイナンス手法として、株式会社ア

ドバンテッジアドバイザーズより本新株予約権の提案を受けたことに加え、 

同社が①同種のファイナンスにおいて豊富な実績を有しており、株価への影

響や既存株主の利益に配慮しつつ円滑な資金調達が期待できること、②前記

「２.募集の目的及び理由（３）資金調達方法の選択理由」に記載の本件の資

金調達方法の特徴を備える商品に関する知識が豊富であること、③今回の資

金調達の実施にあたり十分な信用力を有すること、④純投資目的で経営に関

与する意思がないことを確認できたこと等を総合的に勘案し、同社を割当予

定先として選定いたしました。 

 

（３）割当予定先の行使及び保有方針 

本新株予約権について、当社と割当予定先との間で、継続保有及び預託に関

する取り決めはありません。割当予定先は、後記「６．割当予定先の選定理由

（６）その他 i. 新株予約権の行使制限措置」に記載の行使制限の下で、当社

の株価、株式市場の動向及び株式の需給等を勘案しながら当社株価への影響に

配慮して本新株予約権を行使する予定です。また、割当予定先は、本新株予約

権の行使により取得する当社株式を原則として純投資として長期間保有する意

思を有しておらず、適時適切に売却する予定です。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は割当予定先である株式会社アドバンテッジアドバイザーズから、本

新株予約権の払込に要する資金は借入金ではなく自己資金にて行う旨の説明

を口頭で受けており、当該払込資金の十分性については、銀行口座残高証明

書を確認し、平成28年11月10日現在の預金残高が15.85百万円であることを確

認いたしました。 

また、割当予定先である株式会社アドバンテッジアドバイザーズの預金残

高から本新株予約権の発行価額の総額3.83百万円を控除した金額は12.02百

万円であるところ、株式会社アドバンテッジアドバイザーズは、当該残額の

範囲で本新株予約権を行使し、行使により取得した当社株式を市場で売却す

ることにより資金を回収し、かかる回収資金により本新株予約権を行使する

という行為を繰り返して行うことを予定しているため、一時に大量の資金が
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必要になることはない旨の説明を受けています。 

そのため、株式会社アドバンテッジアドバイザーズが本新株予約権の引受

け及び本新株予約権の権利行使に係る資金を保有していると判断した理由と

いたしましては、銀行口座残高証明書により、新たに本新株予約権の引受け

に必要な資金及び本新株予約権の行使に必要な資金の一部を保有しており、

かつ本新株予約権の行使及び当社株式の売却により次の本新株予約権の行使

資金を回収可能である旨を確認できたため、当社は本新株予約権の払込みに

要する財産の存在について確実なものと判断しております。 

 

（５）株券貸借に関する契約 

割当予定先と当社及び当社役員との間において、本新株予約権の行使によ

り取得する当社普通株式に関連して株券貸借に関する契約を締結しておらず、

またその予定もありません。 

 

（６）その他 

当社は、割当予定先との間で、本引受契約において、以下の内容について

合意する予定です。 

i. 新株予約権の行使制限措置 

当社は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１

項及び同規程施行規則第436条第１項乃至第５項の定めに基づき、MSCB等

の買受人による転換又は行使を制限する措置を講じるため、所定の適用

除外の場合を除き、制限超過行使を割当予定先に行わせません。また、

割当予定先は、前記所定の適用除外の場合を除き、制限超過行使を行う

ことができず、本新株予約権の行使にあたっては、あらかじめ、当該行

使が制限超過行使に該当しないかについて当社に確認を行います。さら

に、割当予定先は、本新株予約権を譲渡する場合には、あらかじめ譲渡

先となる者に対して、①当社との間で制限超過行使の内容を約束させ、

また、②譲渡先となる者がさらに第三者に譲渡する場合に当該第三者を

して当社との間で同様の内容を合意させることを約束させるものとしま

す。 

ii. 新株予約権の取得条項に係る制限 

当社は、本新株予約権者の事前の書面による同意なく、発行要項に基づ

き、本新株予約権の取得条項に係る通知を行うことができません。本新

株予約権者は、当社において資金調達の必要性がなくなったと合理的に

判断される場合は、同意を行うものとします。 

iii. 新株予約権の取得請求 
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以下に掲げる場合には、本新株予約権者は、その選択により、当社に対

して書面で通知することにより、本新株予約権１個当たり 530 円の価額

で、本新株予約権の全部又は一部の取得を請求することができます。 

①  当社が消滅会社となる合併契約の締結又は当社が他の会社の完全子会社

となる株式交換契約の締結若しくは株式移転計画の作成が当社の取締役

会で承認された場合 

②  当社が発行する株式が東京証券取引所の定める上場廃止基準に該当する

おそれがあると合理的に認められる場合 

③  本新株予約権の発行後、東京証券取引所における当社普通株式の普通取

引の終値が３取引日連続して下限行使価額を下回った場合、いずれかの

10 連続取引日間の当社普通株式１取引日あたりの東京証券取引所におけ

る普通取引の平均売買出来高が、平成 28 年 11 月 30 日に先立つ 10 連続

取引日間の当社普通株式の１取引日あたりの東京証券取引所における普

通取引の平均売買出来高の 30％を下回った場合、その他一定の場合 

iv. ロックアップ・優先交渉権 

当社は、本引受契約締結日から、本新株予約権の行使期間の満了日又は

本新株予約権が割当予定先によって全て行使され若しくは当社によって

全て取得される日のいずれか早い日までの間、割当予定先の事前の書面

による同意なく、株式等を発行等してはならず、第三者に対して、株式

等を発行等しようとする場合には、割当予定先が引受けを希望する場合、

当該第三者の代わりに又は当該第三者に加えて、割当予定先に対して当

該株式等を当該条件にて発行等するものとします。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前 

（平成 28 年９月 30 日現在） 

三菱樹脂株式会社 20.64％ 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 4.86％ 

三宅 勉 3.57％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3.36％ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3.05％ 

東京海上日動火災保険株式会社 1.45％ 

松原 利光 1.32％ 

明治安田生命保険相互会社 1.16％ 

トヨタ自動車東日本株式会社 0.71％ 

松井証券株式会社 0.65％ 
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（注）１．募集前の持株比率は平成28年９月30日現在の株主名簿上の株式数に

よって算出しております。 

２．本新株予約権の募集分については、権利行使後の株式保有について

長期保有を約していないため、本新株予約権の募集にかかる潜在株

式を反映した「募集後の大株主及び持株比率」を表示しておりませ

んが、仮に全部の本新株予約権を行使した場合の割当予定先の持株

比率は19.35％となります。 

３．持株比率は、小数点以下第３位を四捨五入して記載しております。 

 

８．今後の見通し 

現在のところ、平成 28 年５月 13 日（金）に公表いたしました。平成 29 年３月

期の通期業績見通しに変更はありません。今後、変更が生じた場合には速やかに

開示いたします。 

 

９．企業行動規範上の手続 

本新株予約権の発行は、①本新株予約権の行使により交付される普通株式に係

る議決権数が発行決議日現在における当社の発行済株式総数に係る議決権総数の

25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないこと（本新株予約権

全てが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではな

いこと）から、東京証券取引所の有価証券上場規程第 432 条に定める独立第三者

からの意見入手又は株主の意思確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 

売 上 高 23,256 百万円 23,697 百万円 22,383 百万円 

営業利益又は営業損失（△） 347 百万円 △161 百万円 △12 百万円 

経常利益又は経常損失（△） 271 百万円 △390 百万円 △511 百万円 

当 期 純 損 失 （ △ ） △440 百万円 △428 百万円 △710 百万円 

１株当たり当期純損失（△） △14.72 円 △14.34 円 △24.11 円 

１ 株 当 た り 配 当 金 － － － 

１ 株 当 た り 純 資 産 35.44 円 33.79 円 △0.34 円 

 

（２）現時点における発行株式数及び潜在株式数の状況（平成 28 年９月 30 日） 

種    類 株  式  数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 30,154,411 株 100％ 

現時点の転換価額（行使価 －株 －％ 
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額）における潜在株式数 

下限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
－株 －％ 

上限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数 
－株 －％ 

 

（３）最近の株価の状況 

①  最近３年間の状況 

 
平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 平成 28 年３月期 

始 値 90 円 82 円 81 円 

高 値 129 円 106 円 106 円 

安 値 73 円 69 円 49 円 

終 値 83 円 82 円 65 円 

 

②  最近６か月間の状況 

 平成 28

年６月 

平成 28

年７月 

平成 28

年８月 

平成 28

年９月 

平成 28

年 10 月 

平成 28

年 11 月 

始 値 62 円 46 円 50 円 53 円 54 円 55 円 

高 値 62 円 65 円 60 円 55 円 58 円 58 円 

安 値 44 円 43 円 50 円 50 円 53 円 45 円 

終 値 45 円 54 円 53 円 54 円 56 円 54 円 

（注）平成 28 年 11 月については、発行決議日前営業日までの株価となります。 

 

③  発行決議日前営業日における株価 

 平成 28 年 11 月 11 日 

始 値 55 円 

高 値 55 円 

安 値 54 円 

終 値 54 円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・第三者割当による自己株式の処分 

処分期日 平成27年８月27日 

処分株式数 282,975株 
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処分価額 １株につき94円 

処分価額の総額 26,599,650円（差引手取概算額：26,599,650円） 

処分先 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

発行時における当初の資金使途 運転資金等 

現時点における充当状況 発行時における資金使途に充当しております。 

 

11．発行要項 

 

 

児玉化学工業株式会社 

第１回新株予約権発行要項 

 

1． 新 株 予 約 権 の 名 称 児玉化学工業株式会社第１回新株予約権 

（以下「本新株予約権」という。） 

2． 新 株 予 約 権 の 総 数 7,235個 

3． 新 株 予 約 権 の  

払 込 金 額 

本新株予約権１個当たり530円 

（本新株予約権の払込総額3,834,550円) 

4． 申 込 期 間 平成28年11月30日 

5． 新株予約権の割当日 平成28年11月30日 

6． 新株予約権の払込期日 平成28年11月30日 

7． 募 集 の 方 法  第三者割当の方法により、株式会社アドバンテッ

ジアドバイザーズに全ての本新株予約権を割り当

てる。 

8． 本新株予約権の目的である株式の種類及び種類ごとの数の算定方法 

本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は当社普通株式

7,235,000株とする（本新株予約権１個の目的である株式の数（以下「割

当株式数」という。）は、1,000株とする。）。 

但し、第９項によって割当株式数が調整される場合には、本新株予約権

の目的である株式の総数は第９項に定める調整後の割当株式数（以下「調

整後割当株式数」といい、第９項に定める調整前の割当株式数を「調整

前割当株式数」という。）に応じて調整されるものとする。 

9． 本新株予約権の目的である株式の数の調整 

（１）当社が第13項の規定に従って行使価額（第10項第（2）号に定義

する。）の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調
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整されるものとする。 

 調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

 調整後割当株式数＝──────────────────── 

調 整 後 行 使 価 額 

上記算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第13項

に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

（２）前号の調整は調整後割当株式数を適用する日において未行使の

本新株予約権に係る割当株式数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

（３）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第13項第（2）

号及び第（4）号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。 

（４）割当株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によ

りその旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式

数及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権の新株予

約権者（以下「本新株予約権者」という。）に通知する。但し、

第13項第（2）号⑦に定める場合その他適用の日の前日までに前

記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかに

これを行う。 

10． 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価額 

（１）本新株予約権１個の行使に際して出資される財産は金銭とし、

その価額は、本項第（2）号に定める行使価額に割当株式数を乗

じた額とするが、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。 

（２）本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当た

りの金銭の額（以下「行使価額」という。）は、当初54円とする。

但し、行使価額は第12項又は第13項に従い、修正又は調整される。 

11． 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資

本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、

会社計算規則第17条の定めるところに従って算出された資本金等増加限

度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、

その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金
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等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

12． 行使価額の修正 

（１）行使価額は、第19項に定める本新株予約権の各行使請求の効力

発生日（以下「修正日」という。）において、修正日の直前取

引日（但し、当該取引日において終値がない場合には、その直

前の終値のある取引日とする。以下「時価算定日」という。）

の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）

における当社普通株式の普通取引の終値の90％に相当する金額

（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り上げ

る。以下「修正後行使価額」という。）に修正される。 

（２）修正後行使価額の算出において、時価算定日に第13項で定める

行使価額の調整の原因となる事由が生じた場合には、当該時価

算定日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値は当該事由を勘案して調整されるものとする。 

（３）本項第（1）号及び第（2）号による算出の結果得られた金額が32

円（以下「下限行使価額」という。但し、第13項による調整を受

ける。）を下回ることとなる場合には、修正後行使価額は下限行

使価額とする。 

13． 行使価額の調整 

（１）当社は、本新株予約権の発行後、本項第（2）号に掲げる各事由

により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる

可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」

という。）をもって行使価額を調整する。 

交付普通株式数×１株当たりの払込金額 

既発行普通株式数＋───────────────────── 

時 価 

調整後行使価額＝調整前行使価額×──────────────────────────── 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

 

「既発行普通株式数」は、当社普通株式の株主（以下「当社普通

株主」という。）に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

定められている場合はその日、また当該基準日が定められてい
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ない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前

の日における当社の発行済普通株式数から当該日における当社

の有する当社普通株式数を控除し、当該行使価額の調整前に本

項第（2）号乃至第（4）号に基づき「交付普通株式数」とみな

された当社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式

の株式数を加えた数とする。なお、当社普通株式の株式分割が

行われる場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数

は、基準日における当社の有する当社普通株式にかかり増加し

た当社普通株式数を含まないものとする。 

（２）行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場

合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定める

ところによる。 

①本項第（3）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普

通株式を交付する場合（但し、当社の発行した取得条項付株式、

取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合

又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利の

転換、交換若しくは行使による場合を除く。） 

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設け

られたときは当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌

日以降、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。 

②当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当てをする

場合 

調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日

の翌日以降又は、当社普通株式の無償割当ての効力発生日の翌

日以降、これを適用する。但し、当社普通株式の無償割当てに

ついて、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第（3）号

②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付す

る定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、

又は本項第（3）号②に定める時価を下回る対価をもって当社
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普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利を発行する

場合（無償割当ての場合を含む。） 

調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券

又は権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当

初の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付された

ものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、

払込期日（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の場合は割当日）又は無償割当ての効力発生日の翌日以

降、これを適用する。但し、当社普通株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これ

を適用する。 

上記にかかわらず、転換、交換又は行使に際して交付される当

社普通株式の対価が取得請求権付株式等が発行された時点で確

定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時

点で発行されている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確

定時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付さ

れたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものと

し、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。 

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに本

項第（3）号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株

式を交付する場合 

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、上記取得条項付株式又は取得条項付新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）に関して当

該調整前に本号③又は⑤による行使価額の調整が行われている

場合には、(ⅰ)上記交付が行われた後の本項第（3）号③に定め

る完全希薄化後普通株式数が、上記交付の直前の既発行普通株

式数を超えるときに限り、調整後の行使価額は、超過する株式

数を行使価額調整式の「交付普通株式数」とみなして、行使価

額調整式を準用して算出するものとし、(ⅱ)上記交付の直前の

既発行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないも
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のとする。 

⑤取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株当たり

の対価（本⑤において「取得価額等」という。）の下方修正そ

の他これに類する取得価額等の下方への変更（本項第（2）号乃

至第（4）号と類似の希薄化防止条項に基づく取得価額等の調整

を除く。以下「下方修正等」という。）が行われ、当該下方修

正等後の取得価額等が、当該下方修正等が行われる日（以下「取

得価額等修正日」という。）における本項第（3）号②に定める

時価を下回る価額になる場合 

(ⅰ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③による行使価額の

調整が取得価額等修正日前に行われていない場合、調整後

の行使価額は、取得価額等修正日に残存する取得請求権付

株式等の全てが当該下方修正等後の条件で転換、交換又は

行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本号③

の規定を準用して算出するものとし、取得価額等修正日の

翌日以降これを適用する。 

(ⅱ)当該取得請求権付株式等に関し、本号③又は上記(ⅰ)によ

る行使価額の調整が取得価額等修正日前に行われている場

合で、取得価額等修正日に残存する取得請求権付株式等の

全てが当該下方修正等後の条件で転換、交換又は行使され

当社普通株式が交付されたものとみなしたときの本項第（3）

号③に定める完全希薄化後普通株式数が、当該下方修正等

が行われなかった場合の既発行普通株式数を超えるときに

は、調整後の行使価額は、当該超過株式数を行使価額調整

式の「交付普通株式数」とみなして、行使価額調整式を準

用して算出するものとし、取得価額等修正日の翌日以降こ

れを適用する。 

⑥本号③乃至⑤における対価とは、当該株式又は新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行に際して払込

みがなされた額（本号③における新株予約権（新株予約権付社

債に付されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出

資される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得又は

行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される

金銭その他の財産の価額を控除した金額を、その取得又は行使
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に際して交付される当社普通株式の数で除した金額をいう。 

⑦本号①乃至③の各取引において、当社普通株主に割当てを受け

る権利を与えるための基準日が設定され、かつ、各取引の効力

の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社

の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかか

わらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降

これを適用するものとする。 

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があ

った日までに、本新株予約権を行使した新株予約権者に対して

は、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

 

(調整前行使価額－調整後行使価額)×調整前行使価額により当該期間内に交付された株式数 

株式数＝──────────────────────────────────────── 

調 整 後 行 使 価 額 

 

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金

による調整は行わない。 

（３）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで

算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を初めて

適用する日（但し、本項第（2）号⑦の場合は基準日）に先立

つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数

を除く。）とする。この場合、平均値の計算については、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

③「完全希薄化後普通株式数」は、調整後の行使価額を初めて適

用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数か

ら、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当

該行使価額の調整前に、本項第（2）号乃至第（4）号に基づき

「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式のうち未だ交付

されていない当社普通株式の株式数を加えたものとする（当該

行使価額の調整において本項第（2）号乃至第（4）号に基づき

「交付普通株式数」とみなされることとなる当社普通株式数を
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含む。）。 

④本項第（2）号①乃至⑤に定める証券又は権利に類似した証券又

は権利が交付された場合における調整後の行使価額は、本項第

（2）号の規定のうち、当該証券又は権利に類似する証券又は

権利についての規定を準用して算出するものとする。 

（４）本項第（2）号で定める行使価額の調整を必要とする場合以外に

も、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。 

①株式の併合、資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の

会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部若しく

は一部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株

式会社の発行済株式の全部の取得のために行使価額の調整を

必要とするとき。 

②その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の

発生により行使価額の調整を必要とするとき。 

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の

事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時

価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

（５）本項第（2）号及び第（4）号にかかわらず、本項第（2）号及び

第（4）号に基づく調整後の行使価額を適用する日が第12項に基

づく行使価額の修正日と一致する場合には、本項第（2）号及び

第（4）号に基づく行使価額の調整は行わないものとする。但し、

この場合においても、下限行使価額については、かかる調整を行

うものとする。 

（６）本項第（1）号乃至第（5）号により行使価額の調整を行うとき

（下限行使価額が調整されるときを含む。）は、当社は、あら

かじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前の行使価額、

調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株

予約権者に通知する。但し、本項第（2）号⑦に定める場合その

他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないとき

は、適用の日以降すみやかにこれを行う。また、本項第（5）号

の規定が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整

についてのみ行う。 

14． 本新株予約権の行使期間 
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平成28年12月１日から平成30年11月30日（但し、第16項各号に従って当

社が本新株予約権の全部を取得する場合には、当社が取得する本新株予

約権については、当社による取得の効力発生日の前銀行営業日）まで。

但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日

を最終日とする。 

15． その他の新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

16． 本新株予約権の取得条項 

（１）当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した

場合には、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第273条

及び第274条の規定に従って、取得日の２週間前までに通知をし

た上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当た

り530円にて、残存する本新株予約権の全部又は一部を取得する

ことができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な

方法により行うものとする。 

（２）当社は、当社が消滅会社となる合併契約又は当社が他の会社の

完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画（以下「組

織再編行為」という。）が当社の株主総会（株主総会の決議を

要しない場合は、取締役会とする。）で承認された場合におい

て、第17項に従い承継会社等（第17項に定義する。）の新株予

約権が交付されない場合には、会社法第273条及び第274条の規

定に従って、取得日（当該組織再編行為の効力発生日以前とす

る。）の２週間前までに通知をした上で、当社取締役会で定め

る取得日に、本新株予約権１個当たり530円にて、残存する本新

株予約権の全部を取得する。 

（３）当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により整理銘柄

に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に

指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休

業日である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約

権１個当たり530円の価額で、本新株予約権者（当社を除く｡）

の保有する本新株予約権の全部を取得する。 

（４）第14項に定める本新株予約権の行使期間の満了日において、当

社は、本新株予約権１個当たり530円にて、残存する本新株予約

権の全部を取得する。 
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17． 当社が組織再編行為を行う場合の承継会社等による本新株予約権の承継 

当社は、当社が組織再編行為を行う場合（但し、承継会社等（以下に定

義する。）の普通株式が当社の株主に交付される場合に限る。）、当該

組織再編行為の効力発生の直前において残存する本新株予約権者に対し、

本項第（1）号乃至第（9）号に定める内容の承継会社等の新株予約権（以

下「承継新株予約権」という。）を交付するものとする。この場合、当

該組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本新株

予約権者は承継新株予約権の新株予約権者となる。 

「承継会社等」とは、会社法第236条第１項第８号イ、ニ及びホに掲げる

株式会社であって、当該組織再編行為の効力発生日において日本の上場

会社であるものであるか当該組織再編行為の効力発生日において日本の

上場会社であることが予想されるものをいう。 

（１）承継新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約

権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約

権の発行要項を参照して決定する数とする。 

（２）承継新株予約権の目的である株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

（３）承継新株予約権の目的である株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の発行要項を参

照して決定する数とする。 

（４）承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価

額 

組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場

合に本新株予約権者が得られるのと同等の経済的価値を、組織再

編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権を行使したときに

受領できるように、組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予

約権の発行要項を参照して決定する価額に、交付する承継新株予

約権１個当たりの目的である承継会社等の株式の数を乗じた額

とするが、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数

を切り上げるものとする。 

（５）承継新株予約権を行使することができる期間 

組織再編行為の効力発生日から第14項に定める本新株予約権の
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行使期間の末日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本金及び資本準備金に関する事項 

第11項の規定に準じて決定する。 

（７）その他の承継新株予約権の行使の条件 

第15項の規定に準じて決定する。 

（８）承継新株予約権の取得事由及び取得の条件 

第16項の規定に準じて決定する。 

（９）その他 

承継新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、

現金による調整は行わない。 

18． 本新株予約権の行使請求及び払込の方法 

（１）本新株予約権を行使する場合には、機構（第26項に定義する。

以下同じ。）又は口座管理機関（社債、株式等の振替に関する

法律（以下「社債等振替法」という。）第２条第４項に定める

口座管理機関をいう。以下同じ。）に対し行使請求に要する手

続きを行い、第14項記載の本新株予約権の行使期間中に機構に

より行使請求受付場所に行使請求の通知が行われることにより

行われる。 

（２）本新株予約権を行使する場合には、前号の行使請求に要する手

続きに加えて、本新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額の全額を機構又は口座管理機関を通じて現金にて第23項

に定める新株予約権の行使に関する払込取扱場所の当社の指定

する口座に振り込むものとする。 

（３）本新株予約権の行使請求を行った者は、その後これを撤回するこ

とができない。 

19． 本新株予約権の行使請求の効力発生時期 

本新株予約権の行使請求の効力は、機構による行使請求の通知が第22項

に定める行使請求受付場所に行われ、かつ、本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額の全額が第18項第（2）号に定める口座に入金さ

れた日に発生する。 

20． 本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の

算定の理由 
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一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎

として、評価基準日現在の市場環境等を考慮し、当社普通株式の株価、

株価変動率、当社の予定配当額、無リスク利子率等を勘案し、本新株予

約権１個の払込金額を金530円（１株当たり金0.53円）とした。さらに、

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第10項記載のとお

りとし、行使価額は当初、平成28年11月11日の東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値に相当する額とした。 

21． 新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。 

22． 本新株予約権の行使請求受付場所 

児玉化学工業株式会社 人事総務部 

23． 本新株予約権の払込金額の払込及び本新株予約権の行使に関する払込取

扱場所 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店営業部 

24． 読み替えその他の措置 

当社が、会社法その他の法律の改正等、本新株予約権の発行要項の規定

中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置を講

じる。 

25． 社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用等 

本新株予約権は、その全部について社債等振替法第163条の定めに従い社

債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた新株予約権であ

り、社債等振替法第164条第２項に定める場合を除き、新株予約権証券を

発行することができない。また、本新株予約権及び本新株予約権の行使

により交付される株式の取扱いについては、振替機関の定める株式等の

振替に関する業務規程その他の規則に従う。 

26． 振替機関 

株式会社証券保管振替機構（「機構」という。） 

27． 上記に定めるもののほか、本新株予約権の発行に関し必要な事項の決定

は、当社代表取締役社長に一任する。 

28． 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とす

る。 

 

 

以 上 


